
 

 

 

 

 

（酒類の販売業免許） 

第九条 酒類の販売業又は販売の代理業若しくは媒介業（以下「販売業」と総称する。）

をしようとする者は、政令で定める手続により、販売場（継続して販売業をする場所

をいう。以下同じ。）ごとにその販売場の所在地（販売場を設けない場合には、住所

地）の所轄税務署長の免許（以下「販売業免許」という。）を受けなければならない。

ただし、酒類製造者がその製造免許を受けた製造場においてする酒類（当該製造場に

ついて第七条第一項の規定により製造免許を受けた酒類と同一の品目の酒類及び第

四十四条第一項の承認を受けた酒類に限る。）の販売業及び酒場、料理店その他酒類

をもつぱら自己の営業場において飲用に供する業については、この限りでない。 

２・３ （略） 

 

（酒類の販売業免許の取消し） 

第十四条 酒類販売業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、税務署長は、酒類

の販売業免許を取り消すことができる。 

一 偽りその他不正の行為により酒類の販売業免許を受けた場合 

二 第十条第三号から第五号まで又は第七号から第八号までに規定する者に該当す

ることとなつた場合 

 三 二年以上引き続き酒類の販売業をしない場合 

 四 酒類業組合法第八十四条第三項（酒税保全のための勧告又は命令）又は第八十六条

の四（公正な取引の基準に関する命令）の規定による命令に違反した場合 

 

（製造場又は販売場の移転の許可） 

第十六条 酒類製造者、酒母等の製造者又は酒類販売業者は、その酒類、酒母若しくは

もろみの製造場又は酒類の販売場を移転しようとするときは、政令で定める手続によ

り、移転先の所轄税務署長の許可を受けなければならない。 

２ （略） 

 

（製造又は販売業の廃止） 

第十七条 （略） 

２ 酒類販売業者がその販売業を廃止しようとするとき（その販売場の全部又は一部を

廃止しようとするときを含む。）は、政令で定める手続により、酒類の販売業免許の

取消しを申請しなければならない。 

 

（製造業又は販売業の相続等） 

第十九条 酒類製造者、酒母等の製造者若しくは酒類販売業者（以下この項において

「酒類製造者等」という。）につき相続（包括遺贈を含む。以下同じ。）があつた場

Ⅰ 酒税法(抄) 



 

合又は酒類製造者等（個人に限る。）が酒類の製造免許若しくは酒母若しくはもろみ

の製造免許に係る製造業若しくは酒類の販売業免許に係る販売業の全部の譲渡（次項

及び第三十条第七項において「事業譲渡」という。）を行つた場合において、引き続

きその製造業又は販売業をしようとする相続人（包括受遺者を含む。以下同じ。）又

は譲受者（以下この条及び同項において「相続人等」という。）は、政令で定める手

続により、遅滞なく、その旨をその製造場の所在地又はその販売場の所在地（販売場

がない場合には、相続人等の住所地）の所轄税務署長に申告しなければならない。 

２・３ （略） 

 

（引取りに係る酒類についての課税標準及び税額の申告等） 

第三十条の三 関税法第六条の二第一項第一号（税額の確定の方式）に規定する申告納

税方式が適用される酒類を保税地域から引き取ろうとする者は、当該引取りに係る酒

税を免除されるべき場合を除き、政令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を税関長に提出しなければならない。 

一～六 （略） 

２・３ （略） 

 

（納期限の延長） 

第三十条の六 （略） 

２ 酒類を保税地域から引き取ろうとする者（その引取りに係る酒類につき関税法第七

条の二第二項（特例申告）に規定する特例申告を行う者を除く。）が、第三十条の三

第一項の規定による申告書を提出した場合において、納期限の延長についての申請書

を同項の税関長に提出し、かつ、当該申告書に記載した同項第四号に掲げる酒税額の

全部又は一部に相当する担保を当該税関長に提供したときは、当該税関長は、一月以

内（酒類の販売代金の回収に相当期間を要することその他これに類する事由により当

該担保の額に相当する酒税を一月以内に納付することが著しく困難であると認めら

 
【関係法令】 

○ 酒税法施行令 

（引取りに係る酒類についての課税標準及び税額の申告等） 

第四十条 法第三十条の三第一項に規定する申告書には、同項第一号から第五号までに掲げ

る事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 申告者の住所及び氏名又は名称 

二 引取りに係る保税地域の所在地及び名称 

三 当該酒類の仕出国名 

四 その他参考となるべき事項 

２ 法第三十条の三第二項に規定する政令で定める事項は、前項各号に掲げる事項とする。 

３ 前条第三項、第四項及び第六項の規定は、法第三十条の三第一項に規定する申告書（同条第

三項の場合に限る。）を提出する義務がある者が当該申告書の提出期限前に当該申告書を提出

しないで死亡した場合について準用する。この場合において、前条第三項第一号中「氏名、個

人番号」とあるのは「氏名」と、「価額（個人番号を有しない者にあつては、住所、氏名、被相

続人との続柄、同法第九百条から第九百二条までの規定による相続分及び相続によつて得た財

産の価額）」とあるのは「価額」と読み替えるものとする。 



 

れる場合にあつては、二月以内）、当該担保の額に相当する酒税の納期限を延長する

ことができる。 

３ 酒類を保税地域から引き取ろうとする者（その引取りに係る酒類につき関税法第七

条の二第二項に規定する特例申告を行う者に限る。以下「特例輸入者」という。）が、

第三十条の三第一項の規定による申告書を同条第三項の提出期限内に提出した場合

において、前条第一項の納期限内に納期限の延長についての申請書を第三十条の三第

一項の税関長に提出し、かつ、当該申告書に記載した同項第四号に掲げる酒税額の全

部又は一部に相当する担保を当該税関長に提供したときは、当該税関長は、当該特例

輸入者が酒類の販売代金の回収に相当期間を要することその他これに類する事由に

より当該担保の額に相当する酒税を当該納期限内に納付することが著しく困難であ

ると認められる場合に限り、一月以内、当該担保の額に相当する酒税の納期限を延長

することができる。 

 

（密造酒類の所持等の禁止） 

 
【令和６年10月１日から施行】 

（納期限の延長） 

第三十条の六 （略） 

２ 酒類を保税地域から引き取ろうとする者（その引取りに係る酒類につき関税法第七条の二第二

項（申告の特例）に規定する特例申告（次項及び第四項において「特例申告」という。）を行う者

（第四十六条において「特例申告者」という。）を除く。）が、第三十条の三第一項の規定による

申告書を提出した場合において、納期限の延長についての申請書を同項の税関長に提出し、かつ、

当該申告書に記載した同項第四号に掲げる酒税額の全部又は一部に相当する担保を当該税関長に

提供したときは、当該税関長は、一月以内（酒類の販売代金の回収に相当期間を要することその

他これに類する事由により当該担保の額に相当する酒税を一月以内に納付することが著しく困難

であると認められる場合にあつては、二月以内）、当該担保の額に相当する酒税の納期限を延長す

ることができる。 

３ 酒類を保税地域から引き取ろうとする者（その引取りに係る酒類につき特例申告を行う関税法

第七条の二第一項に規定する特例輸入者に限る。）が、第三十条の三第一項の規定による申告書を

同条第三項の提出期限内に提出した場合において、前条第一項の納期限内に納期限の延長につい

ての申請書を第三十条の三第一項の税関長に提出したときは、当該税関長は、当該引き取ろうと

する者が酒類の販売代金の回収に相当期間を要することその他これに類する事由により当該申告

書に記載した同項第四号に掲げる酒税額の全部又は一部に相当する酒税を当該納期限内に納付す

ることが著しく困難であると認められる場合に限り、一月以内、当該酒税額の全部又は一部に相

当する酒税の納期限を延長することができる。この場合において、当該税関長は、酒税の保全の

ため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該引き取ろうとする者に対し、

当該酒税額の全部又は一部に相当する担保の提供を命ずることができる。 

４ 酒類を保税地域から引き取ろうとする者（その引取りに係る酒類につき特例申告を行う関税法

第七条の二第一項に規定する特例委託輸入者に限る。）が、第三十条の三第一項の規定による申告

書を同条第三項の提出期限内に提出した場合において、前条第一項の納期限内に納期限の延長に

ついての申請書を第三十条の三第一項の税関長に提出し、かつ、当該申告書に記載した同項第四

号に掲げる酒税額の全部又は一部に相当する担保を当該税関長に提供したときは、当該税関長は、

当該引き取ろうとする者が酒類の販売代金の回収に相当期間を要することその他これに類する事

由により当該担保の額に相当する酒税を当該納期限内に納付することが著しく困難であると認め

られる場合に限り、一月以内、当該担保の額に相当する酒税の納期限を延長することができる。 

 



 

第四十五条 何人も、法令において認められる場合のほか、製造免許を受けない者の製

造した酒類、酒母若しくはもろみ又は輸入したこれらのもので関税法第六十七条の規

定による輸入の許可を受けないものを所持し、譲り渡し、又は譲り受けてはならない。 

 

（記帳義務） 

第四十六条 酒類製造者、酒母若しくはもろみの製造者、酒類の販売業者又は特例申告

者は、政令で定めるところにより、製造、貯蔵、販売（販売の代理又は媒介を含む。

以下同じ。）又は保税地域からの引取りに関する事実を帳簿に記載しなければならな

い。 

 

（申告義務） 

第四十七条 （略） 

２ （略） 

３ 酒類販売業者は、その販売業を休止又は開始したときは、遅滞なく、その旨をその

販売場の所在地（販売場を設けていない場合には、住所地）の所轄税務署長に申告し

なければならない。 

４ 税務署長は、酒税の取締上必要があると認めるときは、酒類の販売業者に対し、そ

の購入若しくは販売をした酒類又は所持する酒類の数量その他政令で定める事項に

ついて、報告を求めることができる。 

 

（承認を受ける義務） 

第五十条 酒類製造者又は酒類販売業者は、次に掲げる場合（酒類販売業者については、

第五号及び第七号に掲げる場合に限る。）においては、政令で定めるところにより、

その製造場又は販売場の所在地（酒類販売業者が販売場を設けていない場合には、住

所地）の所轄税務署長の承認を受けなければならない。ただし、第四十三条第一項第 

六号の承認を受けるべき場合には、この限りでない。 

 
【関係法令】 

○ 酒税法施行令 

（異動申告） 

第五十四条 酒類製造者、酒母若しくはもろみの製造者又は酒類販売業者は、その住所及び氏名

又は名称、個人番号、製造場又は販売場の所在地及び名称並びにこれらの事項以外の事項で前

条第一項から第四項までの規定により申告した事項（財務省令で定めるものを除く。）につき

異動を生じたとき（製造場又は販売場の移転に伴い異動を生じたときを除く。）は、直ちに、

その旨を、その製造場又は販売場の所在地（販売場を設けていない場合には、住所地）の所轄

税務署長に申告しなければならない。 

 

（蔵置所の設置等の申告、販売先の報告） 

第五十四条の二 法第四十七条第四項に規定する政令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 酒類の販売業者が販売の目的で所持する酒類を貯蔵する場所（保税地域に該当する場所

及び酒類の販売業免許を受けた販売場を除く。）の所在地及び名称 

二 酒類の販売業者が酒類を他の酒類の販売業者に払い出した場合における当該他の酒類の

販売業者の住所及び氏名又は名称並びに当該酒類の受取先の所在地及び名称 



 

一～四 （略） 

五 酒類に水その他の物品（酒類を含む。）を混和しようとするときで政令で定める

場合。ただし、前各号のいずれかに該当する場合を除く。 

 六・七 （略） 

２ （略） 

 

（届出義務） 

第五十条の二 前条第一項各号のいずれかに該当する場合を除き、酒類製造者又は酒類

販売業者は、酒類に関し次に掲げる行為をしようとする場合には、政令で定めるとこ

ろにより、その旨を当該行為をしようとする場所の所在地の所轄税務署長に届け出な

ければならない。 

一 酒類製造者又は酒類販売業者が、酒類の製造場又は保税地域以外の場所で酒類を

詰め替える行為 

二 （略） 

２・３ （略） 

 

（罰則） 

第五十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の

罰金に処する。 

 一～四 （略） 

五 第四十五条の規定に違反した者 

六・七 （略） 

２・３ （略） 

 

第五十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の

罰金に処する。 

 一～八 （略） 

九 第四十六条の規定による帳簿の記載をせず、若しくは偽り、又は帳簿を隠匿した者 

十 第四十七条第一項から第三項までの規定による申告をせず、又は偽つた者 

十一 （略） 

十二 第五十条の二第一項又は第二項の規定による届出をせず、又は偽つた者 


